　　　松阪市政に係るマニフェスト作成の支援に関する要綱

平成24年8月30日

松阪市告示第209号

（趣旨）

第1条　この要綱は、松阪市議会議員又は松阪市長の選挙に立候補を予定している者（以下「立候補予定者」という。）がマニフェストを作成する場合に、松阪市情報公開条例（平成17年松阪市条例第6号。以下「情報公開条例」という。）の規定に基づく情報提供施策として、市の保有情報を立候補予定者に提供することについて、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第2条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　マニフェスト　松阪市政に関する重要政策及びこれを実現するための基本的な方策等を記載したもので、立候補予定者が作成するものをいう。
(2)　保有情報　市議会の議案及び会議録並びに市の計画書、予算書、決算書その他の市が作成した発行物等の情報をいう。
（保有情報の要求）

第3条　立候補予定者は、マニフェストを作成するに当たり、市長に対し、必要な保有情報の提供又は保有情報の内容の説明を求めることができる。
2 　前項の要求は、立候補しようとする松阪市議会議員又は松阪市長の選挙において、それぞれ直近の選挙の告示の日の前日までに行うものとする。
（支援の方法）

第4条　市長は、前条の要求があった場合においては、立候補予定者に対し保有情報の一覧表を提示するとともに、必要な保有情報又は保有情報の写しを提供するものとする。
2　 市長は、立候補予定者から保有情報の内容について説明を求められた場合においては、関係職員に当該保有情報の内容について説明させるものとする。
3　 市長は、前2項に規定する支援を行うため、あらかじめ、提供可能な保有情報の一覧表を整備し、閲覧に供するものとする。なお、保有情報の一覧表は、概ね別表に掲げるものを基本として別に定める。
4　 市長は、保有情報以外の情報の提供又は説明を求められた場合においては、情報公開条例第32条に規定する情報提供施策の範囲内で支援するものとする。ただし、新たに情報を収集し、又は加工して提供することは行わない。
（費用の負担）

第5条　保有情報の提供を受ける者は、当該保有情報の写しの作成その他の交付に要する費用を負担しなければならない。
2　 前項の規定による負担すべき費用の額は、松阪市情報公開条例施行規則（平成17年松阪市規則第4号）第9条の規定を適用する。
（職員の役割）
第6条　職員は、保有情報の提供等が立候補予定者のマニフェストの作成に影響を与えるものであることを認識するとともに、保有情報に対する理解を深め、積極的な支援に努めるものとする。
（所管）
第7条　この要綱に定める事務は、総務部総務課において行うものとする。
（その他）

第8条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

　　　附　則
この告示は、平成24年9月1日から施行する。
　　　附　則
この告示は、平成28年4月1日から施行する。
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